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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷却システムであって、
　（ａ）気体状冷媒を第一圧力から第二圧力に圧縮し、前記第二圧力は凝縮圧力を含む圧
縮器群と、
　（ｂ）第一凝縮器・蒸発器システムと第二凝縮器・蒸発器システムであって、該第一凝
縮器・蒸発器システムと第二凝縮器・蒸発器システムとが並列に配置され、該凝縮器・蒸
発器システムの各々が、
　　（１）前記凝縮圧力にある気体状冷媒を受け取り、前記気体状冷媒を液状冷媒に凝縮
する凝縮器と、
　　（２）前記凝縮器からの前記液状冷媒を保持するための圧力制御受液器と、
　　（３）前記圧力制御受液器からの前記液状冷媒を蒸発させて気体状冷媒を生成する蒸
発器と、
　　を含む第一凝縮器・蒸発器システムと第二凝縮器・蒸発器システムと、
　（ｃ）前記第二の圧力にある前記気体状冷媒を前記圧縮器群から前記第一凝縮器・蒸発
器システムと前記第二凝縮器・蒸発器システムとに供給するための第一の気体状冷媒供給
路、と
　（ｄ）前記第一凝縮器・蒸発器システムと前記第二凝縮器・蒸発器システムからの気体
状冷媒を前記圧縮器群に供給するための第二の気体状冷媒供給路と、
を含み、



(2) JP 6235468 B2 2017.11.22

10

20

30

40

50

　前記圧縮器群は、前記第二の圧力にある前記気体状冷媒を前記第一凝縮器・蒸発器シス
テムと前記第二凝縮器・蒸発器システムとの両方に同時に供給し、前記第一凝縮器・蒸発
器システムと前記第二凝縮器・蒸発器システムとが冷却を行い、かつ、
　前記冷却システムは、前記冷媒としてアンモニアを含むこと、
を特徴とする冷却システム。
【請求項２】
　前記圧縮器群は、直列に配置された第一段圧縮器と第二段圧縮器とを含むことを特徴と
する請求項１に記載の冷却システム。
【請求項３】
　前記圧縮器群は、前記第一段圧縮器と前記第二段圧縮器との間に設けられたインターク
ーラを含むことを特徴とする請求項２に記載の冷却システム。
【請求項４】
　前記第一凝縮器・蒸発器システムは、第一の温度で動作する蒸発器を含み、前記第二凝
縮器・蒸発器システムは、第二の温度で動作する蒸発器を含み、前記第一の温度が前記第
二の温度とは異なること、を特徴とする請求項２に記載の冷却システム。
【請求項５】
　前記第一の温度は前記第二の温度より少なくとも１０℃低いことを特徴とする請求項４
に記載の冷却システム。
【請求項６】
　前記第一凝縮器・蒸発器システムは前記第一段圧縮器に前記気体状冷媒を回帰させるよ
うに構成され、前記第二凝縮器・蒸発器システムは前記第二段圧縮器に前記気体状冷媒を
回帰させるように構成されていることを特徴とする請求項４に記載の冷却システム。
【請求項７】
　前記凝縮圧力が１００ｐｓｉ（６８９，５００Ｐａ）より大きい圧力であること、を特
徴とする請求項１から６のいずれか一項に記載の冷却システム。
【請求項８】
　前記第一凝縮器・蒸発器システムと前記第二凝縮器・蒸発器システムの少なくとも一つ
は、板枠型凝縮器である凝縮器を含むことを特徴とする請求項１に記載の冷却システム。
【請求項９】
　冷却システムであって、
　（ａ）集中型圧縮器群と、第一凝縮器・蒸発器システム及び第二凝縮器・蒸発器システ
ムとを含み、かつ、冷媒としてアンモニアを含み、
該第一凝縮器・蒸発器システム及び第二凝縮器・蒸発器システムは、
　　（１）気体状冷媒を受けとり、前記気体状冷媒を液状冷媒に凝縮させる凝縮器であっ
て、前記凝縮器が板枠式熱交換器を含むような凝縮器と、
　　（２）前記凝縮器からの前記液状冷媒を保持するための圧力制御受液器と、
　　（３）前記圧力制御受液器からの前記液状冷媒を蒸発させて気体状冷媒を生成するた
めの蒸発器と、
を含み、
　（ｂ）前記冷却システムは、前記集中型圧縮器群からの気体状冷媒を前記第一凝縮器・
蒸発器システム及び前記第二凝縮器・蒸発器システムに搬送するように構成され、
　前記圧縮器群は、前記気体状冷媒を前記第一凝縮器・蒸発器システムと前記第二凝縮器
・蒸発器システムとの両方に同時に供給し、前記第一凝縮器・蒸発器システムと前記第二
凝縮器・蒸発器システムとが冷却を行うこと、
を特徴とする冷却システム。
【請求項１０】
　複数の凝縮器・蒸発器システムに冷媒供給するための、冷却システムによって実行され
る方法であって、
　（ａ）気体状冷媒を凝縮圧力まで圧縮して高温気体状冷媒を生成するステップと、
　（ｂ）前記高温気体状冷媒を第一凝縮器・蒸発器システム及び第二凝縮器・蒸発器シス
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テムに供給するステップであって、前記第一凝縮器・蒸発器システム及び前記第二凝縮器
・蒸発器システムの各々が、
　　（１）前記高温気体状冷媒を受けとり液状冷媒にする凝縮するための凝縮器と、
　　（２）前記液状冷媒を保持するための圧力制御受液器と、
　　（３）前記圧力制御受液器からの前記液状冷媒を蒸発させて気体状冷媒を生成するた
めの蒸発器とを含むようなステップと、
　（ｃ）前記第一凝縮器・蒸発器システム及び前記第二凝縮器・蒸発器システムからの前
記気体状冷媒を、該気体状冷媒を凝縮圧力まで圧縮するように構成された圧縮器群に供給
するステップと、
を含み、
　　前記冷却システムは、前記冷媒としてアンモニアを含むことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　前記凝縮器・蒸発器システムの凝縮器には板枠式熱交換器が含まれること、を特徴とす
る請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記凝縮器・蒸発器システムの少なくとも一つは、蒸発器内の前記液状冷媒を蒸発させ
る結果として冷却を行うように動作すること、を特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記凝縮器・蒸発器システムの少なくとも一つは、前記気体状冷媒が前記蒸発器で凝縮
されるように高温気体除霜サイクルで動作すること、を特徴とする請求項１０に記載の方
法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、米国市民であり、指定したすべての国の出願人であるリンゲルバック・フレ
ッドとリンゲルバック・ジョンの名で、ＰＣＴ国際特許出願として２０１２年６月１３日
に出願されている。本願には、２０１１年６月１３日に米国特許商標庁に出願された米国
仮出願６１／４９６，１６０号の開示を含み、米国仮出願６１／４９６，１６０号に基づ
き適切な範囲で優先権を主張する。前記仮出願６１／４９６，１６０号の開示全体が、参
照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本開示は、全体として冷却システムと冷却方法に関する。本開示の冷却システムは、一
つの集中型圧縮器群と複数の分散型凝縮器・蒸発器システム（Ｃｏｎｄｅｎｓｅｒ　Ｅｖ
ａｐｏｒａｔｏｒ　Ｓｙｓｔｅｍ、ＣＥＳと略す）を有する工業用冷却システムとするこ
とができる。集中型圧縮器群と複数の分散型凝縮器システムの間の冷媒の搬送は、主に、
気体状態で行うことができ、これによって、蒸発器との間で液状冷媒を搬送させる冷却シ
ステムと比較して冷却システムの稼動に必要な冷媒の量を削減することができる。本願の
冷却システムは、分散型凝縮器冷却システム（Ｄｅｃｅｎｔｒａｌｉｚｅｄ　Ｃｏｎｄｅ
ｎｓｅｒ　Ｒｅｆｒｉｇｅｒａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ、ＤＣＲＳと略す）と呼ぶことが
できる。本願の冷却システム及び冷却方法は、任意の種類の冷媒で有利であるが、特に、
冷媒としてアンモニアを使用する場合に適している。
【背景技術】
【０００３】
　冷却は、プロセスから熱を除去するため、蒸発の基本的な熱力学的性質を利用する。冷
媒が熱交換器で蒸発するとき、熱交換器と接触している媒体（すなわち、空気、水、グリ
コール、食糧等）から熱交換器の壁を介して伝播された熱を冷媒が吸収し、その結果、冷
媒が液体状態から気体状態に変化する。冷媒が気体状態になると、この気体を高圧状態に
圧縮してから凝縮器（熱交換器）に通すことによって熱を排出する必要がある。凝縮器に
おいては、冷却媒体によって前記気体から熱が除去され、結果として前記気体は凝縮して
液体になる。冷却媒体の熱を吸収する凝縮器内の媒体は、多くの場合、水、空気、又は水
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と空気の両方である。前記液体状態の冷媒は、このとき、熱を吸収するための冷媒として
再使用され得る状態になっている。
【０００４】
　一般的に、工業用冷却システムは大量の馬力を使用し、複数の工業用圧縮器を必要とす
ることが多い。このため、工業用冷却システムには、通常、大規模な集中型エンジン・ル
ームや大型の集中型凝縮システムが設けられている。圧縮器がいったん気体を圧縮すると
、凝縮されるべき気体（除霜用には使用しない）は、大型の集中型凝縮システム内の凝縮
器に圧送される。大型の集中型凝縮システム内の複数の凝縮器は、「凝縮器ファーム」と
呼ばれることがよくある。冷媒が凝縮されると、凝縮の結果できてくる液状冷媒は、基本
的には液状冷媒のタンクである受液器と呼ばれる容器に採集される。
【０００５】
　液体を冷却に使用することができるように、受液器から蒸発器へ搬送するシステムには
、概して三種のシステムがある。この三種のシステムとは、液体過給システム、直接膨張
システム、およびポンプ・ドラム・システムである。最も一般的な種類のシステムは、液
体過給システムである。液体過給システムは、通常、液体ポンプを使用して、「ポンプ蓄
積器」と呼ばれる大きな容器から各蒸発器に液状冷媒を圧送する。「インタークーラ」と
呼ばれる類似の容器から各蒸発器へ液状冷媒を圧送することもある。単一のポンプまたは
複数のポンプによって、与えられた冷却システム内の多数の蒸発器に液状冷媒を供給する
ことができる。液状冷媒は蒸発しやすいので、ポンプがその呼び水を失い気泡生成するこ
とがないように、容器中に大量の液体を保持することが必要になることがよくある（正味
吸込ヘッド、ＮＰＳＨ（Ｎｅｔ　Ｐｏｓｉｔｉｖｅ　Ｓｕｃｔｉｏｎ　Ｈｅａｄ））。ポ
ンプの気泡は、圧送しようとしている液体がポンプの内側や周辺の熱を吸収して気化する
ときに発生する。このとき、ポンプは、種々の蒸発器に液体を送り出すことができず、こ
のことによって蒸発器の液体が枯渇し、プロセス温度の上昇が起きる。重要なことは、液
体過給システムは蒸発器に過給するように設計されていることである。すなわち、液体過
給システムは、蒸発器の循環路全体に渡って確実に液状冷媒が保持されるように、各蒸発
器に余分な液体を送る。このようにすれば、当然、液状冷媒が順次再送出されている蓄積
器に、大量の液状冷媒が蒸発器から戻って来る。通常、一般的には、液体過給システムは
、約４：１の過給比に設定される。これは、一台の蒸発器に圧送される液体４ガロン（０
．０１５ｍ3）毎に、１ガロン（０．００４ｍ3）が蒸発して冷却に必要な熱を吸収し、３
ガロン（０．０１１ｍ3）が蒸発しないまま戻って来ることを意味する。液体過給システ
ムは、必要な過給を提供するために非常に大量の液状冷媒を必要とする。その結果、液体
過給システムでは、正常に動作するために液状冷媒を大量に保持することが必要である。
【０００６】
　図１では、代表的な工業用二段冷却システムが参照番号１０で示されており、アンモニ
アを冷媒とする液体過給機能を提供している。液体過給冷却システムの配管はシステムに
よって様々であるが、一般的な原則は共通である。この一般的な原則には、集中型凝縮器
または凝縮器ファーム１８の使用と、凝縮冷媒を回収するための高圧受液器２６の使用と
、高圧受液器２６から別々の異なる段階１２及び１４への液状冷媒の搬送とが含まれる。
二段冷却システム１０は、低段システム１２及び高段システム１４を有する。圧縮器シス
テム１６は、低段システム１２と高段システム１４の両方を駆動し、高段システム１４は
凝縮器１８に圧縮された気体アンモニアを送る。圧縮器システム１６は、第一段圧縮器２
０、第二段圧縮器２２と、インタークーラ２４を備えている。インタークーラ２４はまた
、高段側蓄積器と呼んでもよい。凝縮されたアンモニアは、凝縮器１８から高圧受液器２
６へ凝縮器排出路２７を介して供給される。ここでは高圧液体アンモニアが、一般的には
約１００ｐｓｉ（６８９，５００Ｐａ）と２００ｐｓｉ（１，３７９，０００Ｐａ）の間
の圧力で保持される。低段システム１２に関しては、液体アンモニアが、液体路３０と３
２を介して低段蓄積器２８に配管で搬送されている。低段蓄積器２８内の液体アンモニア
が、低段ポンプ３４により、低段液体路３６を通って低段蒸発器３８に圧送される。低段
蒸発器３８で、液体アンモニアはプロセスの熱と交わり、これによって、約２５％から３
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３％が蒸発し（蒸発率は大きく変化する）、残りのアンモニアは液体のまま残っている。
気体／液体混合物が低段吸入路４０を介して低段蓄積器２８に戻る。蒸発した気体は、低
段圧縮器吸入路４２を通って低段圧縮器２０に吸入される。この気体は、低段圧縮器２０
を介して低段システム１２から除去されるとき、通路４４を介してインタークーラ２４に
排出される。蒸発したアンモニアを補充する必要があるため、液体アンモニアが液体路３
０を介してインタークーラ２４に受液器２６から搬送され、次に、液体路３２を介して低
段蓄積器２８に搬送される。
【０００７】
　高段システム１４は低段システム１２と同じように機能する。高段蓄積器すなわちイン
タークーラ２４内の液体アンモニアが、高段液体路５２を通って高段ポンプ５０により高
段蒸発器５４へ圧送される。蒸発器５４において、液体アンモニアはプロセスの熱と交わ
り、これにより約２５％から３３％が蒸発し（蒸発するパーセントは大きく変化しうる）
、残りのアンモニアを液体のままにしておく。気体／液体混合物は、高段吸入路５６を通
って高段蓄積器すなわちインタークーラ２４に戻る。蒸発した気体は、次に、高段圧縮器
吸入路５８を介して高段圧縮器２２に吸入される。前記気体は、高段システム１４から除
去されるので、蒸発したアンモニアを補充する必要があり、液体アンモニアが、液体路３
０を介して高圧受液器２６からインタークーラ２４に搬送される。
【０００８】
　システム１０は多様な配管にすることができるが、基本的な思想は、圧縮器システム１
６によって供給される集中型凝縮器１８が存在することと、凝縮された高圧液体アンモニ
アは必要になるまで高圧受液器２６に保存されること、次に前記液体アンモニアが、高段
蓄積器つまりインタークーラ２４に流れ、高段蒸発器５４に圧送されることである。さら
に、インタークーラの圧力がかけられている液体アンモニアは液体路３２を通って低段蓄
積器２８に流れ、低段蒸発器３８に圧送されるまで低段蓄積器２８で保持される。低段圧
縮器２０からの気体は、通常、低段圧縮器排出路４４を介してインタークーラ２４に配管
で搬送され、ここで冷却される。高段圧縮器２２は、インタークーラ２４から気体を吸引
し、凝縮圧力まで圧縮し、高段排出路６０を介して凝縮器１８に排出する。凝縮器１８で
前記気体は凝縮され液体に戻る。前記液体は、凝縮器排出路２７を通って高圧受液器２６
へ流れ、再び上記のサイクルが始まる。
【０００９】
　直接膨張システムは、集中型タンクからの高圧液体または減圧された液体を使用する。
前記液体は、集中型タンクが蒸発器より高圧なので、集中型タンクと蒸発器との間の圧力
差により移動する。膨張バルブと呼ばれる特殊なバルブが、蒸発器への冷媒の流量計測に
用いられる。供給過多になると、蒸発していない液状冷媒は圧縮器システムに移動可能に
なる。供給不足になると、蒸発器は最大性能までは使用されず、冷却／冷凍が不十分にな
る可能性がある。
【００１０】
　ポンプ・ドラム・システムは、液体過給システムとほぼ同じように動作する。主な違い
は、小さな加圧タンク（複数）がポンプとして動作することである。通常、液状冷媒はポ
ンプ・ドラムを満たすことができ、次に、より高圧の冷媒用気体がこのポンプ・ドラムの
頂部に注入され、これによる圧力差を用いて、蒸発器に向かうパイプ内に液体を押し出す
。この種類のシステムを用いるために大量の冷媒が必要なので、過給率はほぼ同じである
。
【発明の概要】
【００１１】
　本発明に従って、冷却システムを開示する。本発明の冷却システムには、圧縮器群、複
数の凝縮器・蒸発器システムと、第一の気体状冷媒供給路と、第二の気体状冷媒供給路と
が含まれる。圧縮器群は、気体状冷媒を第一の圧力から第二の圧力に圧縮するために設け
られている。第二の圧力は凝縮圧力である。凝縮圧力とは、通常は、凝縮器において熱が
除去されるときに、冷媒が凝縮する圧力である。複数の凝縮器・蒸発器システム（ＣＥＳ
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）は、それぞれ、凝縮圧力にある気体状冷媒を受けとり液状冷媒に凝縮させる凝縮器と、
前記液状冷媒を保持するための圧力制御受液器（Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｐｒｅｓｓｕｒ
ｅ　Ｒｅｃｅｉｖｅｒ、ＣＰＲと略す）と、液状冷媒を蒸発させて気体状冷媒を生成する
ための蒸発器とを有する。第一の気体状冷媒供給路は、前記圧縮器群から前記複数の凝縮
器・蒸発器システムへ、凝縮圧力にある気体状冷媒を供給するために設けられている。第
二の気体状冷媒供給路は前記複数の凝縮器・蒸発器システムから前記圧縮器群に気体状冷
媒を供給するためのものである。
【００１２】
　本発明に基づく別の冷却システムを開示する。該冷却システムは、集中型圧縮器群およ
び複数の凝縮器・蒸発器システムを備える。各凝縮器・蒸発器システムには、気体状冷媒
を受けとり液状冷媒に凝縮するための凝縮器と、凝縮器から送られてくる液状冷媒を保持
するための圧力制御受液器と、液状冷媒を蒸発させて気体状冷媒を生成するための蒸発器
とを有する。該冷却システムは、前記集中型圧縮器群から前記複数の凝縮器・蒸発器シス
テムに気体状冷媒を搬送するように構成されている。
【００１３】
　複数の凝縮器・蒸発器システムに冷媒供給するための方法が、本発明に従って開示され
る。この方法には、気体状冷媒を凝縮圧力まで圧縮して高温の気体状冷媒を生成する圧縮
ステップと、高温気体状冷媒を複数の凝縮器・蒸発器システムに供給するステップと、複
数の凝縮器・蒸発器システムから、気体状冷媒を凝縮圧力まで圧縮するように構成された
圧縮器群へ気体状冷媒を供給するステップと、を含む。この方法には、蒸発器内で液状冷
媒を蒸発する結果として冷却を含むことができ、また、蒸発器内の気体状冷媒を凝縮する
結果として高温気体除霜を含むことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】従来技術の典型的な工業用多段冷却システムの概略図である。
【図２】本発明の原理に基づく冷却システムの概略図である。
【図３】本発明の原理に基づく多段冷却システムの概略図である。
【図４】図３における凝縮器・蒸発器システムの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　冷却システムは、工業環境で使用することができるものを説明する。一般に、冷却シス
テムは、集中型圧縮器群と一つ以上の分散型凝縮器・蒸発器システムを有する。その結果
、集中型圧縮器群と一つまたはそれ以上の分散型凝縮システムの間の冷媒の搬送は、主に
（または完全に）気体状冷媒のままで行うことができる。これによって、集中型高圧受液
器のタンクから一つ以上の蒸発器へ液状冷媒を搬送する冷却システムに比べて、冷却シス
テムの動作に必要な冷媒の量を削減することができる。
【００１６】
　従来のアンモニア冷却システムは、槽内に大量のアンモニアを保管する大型の貯蔵タン
クや容器が必要な集中型凝縮システムを使用している。蒸発器に液体アンモニアを配送す
るために、通常は、容器及び冷却システムの種類に応じて液体ポンプを使用し、システム
中に大量の液体アンモニアを圧送する。その結果、典型的な従来システムでは、システム
内に多量の液体アンモニアの存在が必要である。
【００１７】
　本発明の冷却装置は、一段システム、または多段システムとして提供され得る。一般に
、一段システムは、一台の圧縮器が、蒸発圧力から凝縮圧力までの冷媒を圧送するもので
ある。例えば、約３０ｐｓｉ（２０６，８５０Ｐａ）の蒸発圧力から約１５０ｐｓｉ（１
，０３４，２５０Ｐａ）の凝縮圧力までを圧送する。二段システムは、直列に接続した二
台以上の圧縮器を用いて、気体を低圧（蒸発圧力）から中間圧力まで圧送し、そして凝縮
圧力まで圧縮する。本例では、気体を、約０ｐｓｉ（０Ｐａ）の蒸発圧力から約３０ｐｓ
ｉの中間圧力に圧縮する第一圧縮器、および、前記気体を前記中間圧力から約１５０ｐｓ
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ｉの凝縮圧力まで圧縮する第二圧縮器とがある。二段システムの主な目的は、いくつかの
モデルにおける圧縮器の圧縮比の制限に加えて、出力の節減である。あるプラントでは、
低段が二段以上あり、一つの段は、例えば、－１０゜Ｆ（－２３．３℃）で冷凍器を稼動
させる目的専用であり、別の段は、例えば、－４０゜Ｆ（－４０℃）でブラスト冷凍器を
稼動させる目的専用である。本発明の冷却システムは、一段、二段、または任意の段を任
意に配置したものを設けることができる。あるプラントでは、高段を二つ以上有するもの
もあるし、または低段および高段を任意の組み合わせで有してもよい。
【００１８】
　大規模の集中型凝縮システムと液状冷媒貯蔵槽を用いる代わりに、本発明の冷却システ
ムは、２０１１年６月１３日に米国特許商標庁に出願された米国仮特許出願６１／４９６
，１５６号に記載されている、凝縮器・蒸発器システム（ＣＥＳ）を利用し、その開示全
体は、参照により本明細書に組み込まれる。本発明のＣＥＳは、冷却システム全体に対し
て一種のサブシステムと考えることができ、冷却時に凝縮器として作用する熱交換器（及
び任意で、高温気体除霜時には蒸発器として動作可能）、冷媒貯蔵槽として働く圧力制御
受液器（ＣＰＲ）、プロセスから熱を吸収する蒸発器（及び任意で高温気体除霜時には凝
縮器として動作可能）と、適切に配置されたバルブを含む。本発明のＣＥＳは凝縮器、液
状冷媒貯蔵槽、及び蒸発器が一つのアセンブリになっているので、本発明の冷却システム
は一つ以上のＣＥＳを分散化して利用することができる。その結果、冷却システム内の液
状冷媒の移動を大幅に削減することができる。冷却システム中に搬送される液状冷媒の量
を大幅に削減することによって、冷却システム内の冷媒の総量を大幅に削減することがで
きる。例を用いて説明すると、図１の例のような従来技術の冷却システムに対して、集中
型圧縮器群と一つ以上の分散型ＣＥＳを具備する本発明の冷却システムを用いる結果、ほ
ぼ同等の冷却能力を維持しながら少なくとも約８５％以上冷媒量を削減することができる
。
【００１９】
　以降、図２を参照して、本発明に基づく冷却システムが、参照番号７０で示される。冷
却システム７０は、圧縮器群７２とＣＥＳ７４を具備する。前記圧縮器群は、一段又は多
段の圧縮器として設けられる。通常、気体状冷媒は、高温気体路７６を通って圧縮器群７
２を出て行く。高温気体路７６内の気体状冷媒は、凝縮圧力で与えることができる。冷媒
の凝縮圧力は、冷媒から熱が奪われるとその冷媒が液体に凝縮しやすくなる圧力である。
高温気体路７６を通過する結果、気体状冷媒の一部が液体に凝縮する可能性がある。凝縮
した冷媒は、スケルチ機構７８によって高温気体路７６から除去することができる。種々
のスケルチ機構が利用可能である。通常、スケルチ機構は、温度低下または気体状冷媒回
帰路８６内の気化冷媒の持つ過熱の低減のために設けることができる。スケルチ機構７８
に関しては、液状冷媒を気体状冷媒回帰路８６内に誘導して、気体状冷媒回帰路８６内の
前記過熱を低減することができる。
【００２０】
　圧縮された気体状冷媒は高温気体路７６内を凝縮器・蒸発器システム７４の方へ流れ、
凝縮器・蒸発器システム７４で冷却又は除霜のために使用される。凝縮器・蒸発器システ
ム７４は、冷却サイクルまたは高温気体除霜サイクルで動作することができる。凝縮器・
蒸発器システム７４が冷却サイクルで動作する場合、圧縮された気体状冷媒は凝縮器８０
に入り、液状冷媒に凝縮される。次に、液状冷媒は圧力制御受液器８２に流れ、圧力制御
受液器８２から蒸発器８４に流れ、冷却を行う。蒸発器８４を通過する結果、液状冷媒の
一部が蒸発し、蒸発した冷媒は、吸引通路８６を介して凝縮器・蒸発器システム７４から
除去される。凝縮器・蒸発器システム７４が、高温気体除霜で機能するとき、熱交換器８
０と蒸発器８４の役割は根本的に逆になる。すなわち、高温気体路７６からの圧縮冷媒が
蒸発器８４に流れ液体に凝縮されて、この液体は、次に、圧力制御受液器８２に流れる。
圧力制御受液器８２からの液状冷媒が凝縮器８０へ流れ、ここで蒸発し、蒸発した冷媒が
吸引路８６を通って圧縮器群へ戻る。
【００２１】
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　圧力制御受液器８２は、より簡明に、ＣＰＲ、または受液器と呼ぶことがある。一般に
、圧力制御受液器は、動作中に、受液器内の圧力を凝縮圧力より低く維持する受液器であ
る。ＣＰＲ中の圧力を低くすることによって、例えば、凝縮器８０からＣＰＲ８２への流
れ、また、ＣＰＲ８２から蒸発器８４への流れの駆動を促すことができる。さらに、蒸発
器８４は、ＣＰＲ８２の介在により圧力が低下する結果、より効率的に動作することがで
きる。
【００２２】
　吸引通路８６内の気化冷媒は、蓄積器９０を通って圧縮器システム７２に入り次に圧縮
器群７２に入る。蓄積器９０は、液状冷媒を気体状冷媒から分離することにより圧縮器群
７２を保護するように働く。特定の設計では、蓄積器は、インタークーラとして機能する
。蓄積器が複数段の圧縮器の間に設けられている場合には、この蓄積器は、インタークー
ラと言うことができる。この蓄積器は、気体状冷媒から液状冷媒を分離するように働く任
意の蓄積器でよい。蓄積器の例には、米国特許第６０１８９５８、第６３４９５６４号、
および第６４６７３０２号に記載のものがある。蓄積器は、入気気体の分離空間として機
能するタンクである。蓄積器は、気体の入気速度が十分に低下するような大きさにするこ
とができる。気体の流れに乗って来た液状冷媒を落下させて、この液体が圧縮器群７２内
に引き込まれないようにする。冷却システムは、二台以上の蓄積器を持つことができる。
二段システムでは、第二蓄積器は、第一圧縮器から排出される気体の冷却が可能なので、
「インタークーラ」と呼ばれることが多い。蓄積器９０は、タンク内に蓄積された液体を
監視するセンサ９２を有する。最大限の柔軟性を保つために、蓄積器９０は、気体を凝縮
し、液体を蒸発する方法に特徴がある。この特徴を用いて、除霜による何らかの不調や、
誤作動、冷媒の損失、通常の液体貯蔵を含め、さまざまな状況に対応するため、余剰液体
の貯蔵にタンクを使用することができる（貯水槽）。
【００２３】
　以降、図３を参照して、本発明の複数の凝縮器・蒸発器システム（ＣＥＳ）を利用する
冷却システムが、参照番号１００で説明される。冷却システム１００は、集中型圧縮器群
１０２および複数の凝縮器・蒸発器システム１０４を備える。多段式冷却システム１００
に対して、二つの蒸発器の凝縮器・蒸発器システム１０６および１０８が示されている。
必要に応じて追加の凝縮器・蒸発器システムが具備され得ることが理解されるべきである
。凝縮器・蒸発器システム１０６は、低段凝縮器・蒸発器システムと呼ぶことができ、凝
縮器・蒸発器システム１０８は、高段凝縮器・蒸発器システムと呼ぶことができる。概略
的には、低段ＣＥＳ１０６と高段ＣＥＳ１０８は、除熱又は冷却のさまざまな要件に対し
て、多段冷却システム１００をどのように準備可能かを説明するために示されている。例
えば、低段ＣＥＳ１０６は、高段ＣＥＳ１０８によって生成される温度環境よりも低い温
度環境を生成するために動作するように設けられている。例えば、低段ＣＥＳ１０６は、
約－４０゜Ｆ（－４０℃）でのブラスト凍結を提供するために用いられうる。高段ＣＥＳ
１０８は、例えば、－４０゜Ｆ（－４０℃）よりもかなり高い温度、例えば、約３０゜Ｆ
±１０゜Ｆ（－６．７～４．４℃）に冷却される領域を提供することができる。なお、こ
れらの値は説明のために示されていることが理解されるべきである。任意の工業用設備に
対する冷却要件は選択可能で、本発明による多段冷却システムによって提供され得ること
が理解できるであろう。
【００２４】
　多段冷却システム１００では、集中型圧縮器群１０２は、第一段圧縮器群１１０と第二
段圧縮器群１１２とを有する。第一段圧縮器群１１０は、第一段圧縮器又は低段圧縮器と
呼ぶことができ、第二段圧縮器群１１２は、第二段圧縮器または高段圧縮器と呼ぶことが
できる。第一段圧縮器群１１０と第二段圧縮器群１１２との間には、インタークーラ１１
４が設けられている。一般に、気体状冷媒は、第一段圧縮器注入路１０９を介して第一段
圧縮器群１１０に供給されて中間圧力まで圧縮され、この中間圧力の気体状冷媒が中間圧
力の冷媒用気体路１１６を介してインタークーラ１１４に搬送される。インタークーラ１
１４では中間圧力の気体状冷媒の冷却が可能であるが、また、任意の液状冷媒が気体状冷
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媒から分離可能である。前記中間圧力の冷媒は、次に第二段圧縮器注入路１１１を経由し
て第二段圧縮器群１１２に供給され、ここで前記冷媒は凝縮圧力にまで圧縮される。例え
ば、冷媒がアンモニアの場合、気体状冷媒は、約０ｐｓｉ（０Ｐａ）の圧力で第一段圧縮
器群１１０に入気し、約３０ｐｓｉ（２０６，８５０Ｐａ）の圧力まで圧縮することがで
きる。約３０ｐｓｉの前記気体状冷媒は、次に、第二段圧縮器群１１２を介して約１５０
ｐｓｉ（１，０３４，２５０Ｐａ）の圧力まで圧縮されうる。
【００２５】
　通常の動作では、集中型圧縮器群１０２によって圧縮された気体状冷媒は、高温気体路
１１８を介して複数の凝縮器・蒸発器システム１０４へ流れる。高温気体路１１８に流入
する圧縮器群１０２からの気体状冷媒は、一つ以上の圧縮器・蒸発器システム１０４に供
給するために用いられる圧縮された気体状冷媒の供給源と言うことができる。図３に示す
ように、前記圧縮された気体状冷媒の供給源は、ＣＥＳ１０６とＣＥＳ１０８の両方に供
給される。前記圧縮された気体状冷媒の供給源は、三つ以上の圧縮器・蒸発器システムに
供給するために用いることができる。工業用のアンモニア冷却システムでは、圧縮された
気体状冷媒の単一の供給源が、例えば少なくとも一つ、少なくとも二つ、少なくとも三つ
、少なくとも四つ、等のように、任意の数の圧縮器・蒸発器システムの供給に使用するこ
とができる。
【００２６】
　低段ＣＥＳ１０６からの気体状冷媒は、低段吸入（Ｌｏｗ　Ｓｔａｇｅ　Ｓｕｃｔｉｏ
ｎ、ＬＳＳと略す）路１２０を介して回収され、蓄積器１２２に供給される。高段ＣＥＳ
１０８からの気体状冷媒は、高段吸入（Ｈｉｇｈ　Ｓｔａｇｅ　Ｓｕｃｔｉｏｎ、ＨＳＳ
と略す）路１２４を介して回収され、蓄積器１２６に供給される。前述したように、イン
タークーラ１１４は、蓄積器１２６としての特徴を有する。蓄積器１２２および１２６は
、基本的に気体状冷媒だけが第一段圧縮器群１１０と第二段圧縮器群１１２に配送される
ように、気体状冷媒を受け取り気体状冷媒と液状冷媒との分離を可能にするように構成す
ることができる。
【００２７】
　気体状冷媒は、低段吸入路１２０と高段吸入路１２４を通って、それぞれ、蓄積器１２
２および蓄積器１２６に戻る。戻りの気体状冷媒は、高すぎたり低すぎたりしない温度で
与えられることが望ましい。もし、戻りの冷媒が熱すぎる場合には余分の熱（すなわち、
過熱）が圧縮器群１１０および１１２における圧縮熱にとって逆効果になることがある。
戻りの冷媒が冷たすぎると、多くの液状冷媒が蓄積器１２２と１２６内に蓄積しやすくな
る。戻りの気体状冷媒の温度を制御するために様々な技術を利用することができる。図３
に示す一つの技術は、スケルチ・システム１６０である。スケルチ・システム１６０は、
液状冷媒路１６２を介して戻りの気体状冷媒に液状冷媒を注入することによって動作する
。低段吸入路１２０または高段吸入路１２４中の戻りの気体状冷媒に注入された液状冷媒
は、戻りの気体状冷媒の温度を下げることができる。バルブ１６４は、液状冷媒路１６２
を通る液状冷媒の流れを制御するために設けることができ、蓄積器１２２および１２６か
らの信号１６６の結果として応答するようにすることができる。気体状冷媒は、高温気体
路１１８から気体状冷媒スケルチ路１６８に流れ、この流れはバルブ１６９によって制御
される。熱交換器１７０は気体状冷媒を凝縮し、液状冷媒は液状冷媒受液器路１７２を通
って圧力制御受液器１７４へ流れる。受液器圧力路１７６は、液状冷媒路１６２を通る液
状冷媒の流量を増やすために、低段吸入路１２０または高段吸入路１２４と圧力制御受液
器１７４との間の連絡を可能にする。
【００２８】
　蓄積器１２２及び１２６は、中に液状冷媒の蓄積ができるように構成することができる
。通常、低段吸入路１２０と高段吸入路１２４から戻って来る冷媒は気体である。気体状
冷媒の一部は、凝縮して、蓄積器１２２と１２６に溜まることがある。蓄積器は、液状冷
媒を蒸発させることができるように構成でき、さらに、液状冷媒を蓄積器から回収できる
ように構成することができる。特定の条件下では、蓄積器は液状冷媒の貯蔵に使用するこ
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とができる。
【００２９】
　以降、図４を参照して、凝縮器・蒸発器システム１０６をより詳細に開示する。凝縮器
・蒸発器システム１０６は、凝縮器２００と、圧力制御受液器２０２と、蒸発器２０４と
を有する。一般に、凝縮器２００と、圧力制御受液器２０２と、蒸発器２０４とは、蒸発
器２０４に所望の冷却能力を提供するために連携して作用するように、大きさを決めるこ
とができる。通常、蒸発器２０４は、プロセスから吸収する必要がある熱量に対応して大
きさを決めるのが一般的である。即ち、蒸発器２０４は、典型的には、与えられた設備に
おいて提供すると想定される冷却レベルに基づいて大きさが決められる。凝縮器２００は
、ＣＥＳ内の流れをバランスのよくするために、蒸発器２０４が冷却中に冷媒を蒸発する
速度とほぼ同じ速度で気体状冷媒を凝縮するように定格が決められる。バランスのとれた
流れにすることは、凝縮器２００が冷媒から除去した熱が、蒸発器２０４内で冷媒が吸収
した熱とほぼ同じになることを意図している。バランスのよい流れとは、蒸発器が所望の
性能レベルを達成することを可能にする一定期間以上にわたる流れと考え得られる。換言
すれば、蒸発器２０４が所望の動作を実行している限り、該ＣＥＳはバランスがとれてい
ると考えることができる。これは数台の蒸発器に対して働く集中型の凝縮器ファームとは
対照的である。数台の蒸発器に対して働く集中型の凝縮器ファームの場合、いずれか一つ
の特定の蒸発器に対してバランスがとれているとはみなされない。その代わりに、該凝縮
器ファームは蒸発器の合計に対してバランスが取れていると考えられる。これに対して、
ＣＥＳでは、凝縮器２００は蒸発器２０４専用である。凝縮器２００は一台の蒸発器専用
の凝縮器と言うことができる。ＣＥＳの中では、凝縮器２００は、単体ユニットとして、
または直列または並列に配置された複数のユニットとして設けられる。同様に、蒸発器２
０４は、単体のユニット、又は直列または並列に配置された複数のユニットとして設ける
ことができる。
【００３０】
　ＣＥＳは、凝縮器２００内で液状冷媒を蒸発可能であることが必要な場合がある。一つ
の理由は、ＣＥＳでの高温気体除霜の利用である。このため、凝縮器２００は、バランス
のとれた流れにするために、蒸発器２０４が高温気体除霜時に冷媒を凝縮する速度とほぼ
同じ速度で冷媒を蒸発させるように大きさを決めることがある。その結果、凝縮器２００
は、冷却サイクル中に気体状冷媒を凝縮するために必要な大きさより「大きく」なること
がありうる。
【００３１】
　集中型「凝縮器ファーム」と、集中型高圧受液器から液状冷媒を供給される複数の蒸発
器とを用いる従来の工業用冷却システムでは、凝縮器ファームはどの一台の蒸発器に対し
てもバランスがとれていない。その代わりに、凝縮器ファームは、すべての蒸発器の総熱
容量とほぼバランスしている。対照的に、ＣＥＳでは、個々の凝縮器と蒸発器は、互いに
バランスをとることができる。
【００３２】
　凝縮器・蒸発器システム１０６は、冷却システム全体のサブシステムと考えることがで
きる。一つのサブシステムとして、凝縮器・蒸発器システムは、一般に、全体の冷却シス
テム内に存在する可能性のある他の凝縮器・蒸発器システムから独立して動作することが
できる。あるいは、凝縮器・蒸発器システム１０６は、冷却システム内の他の一つまたは
複数の凝縮器・蒸発器システムと連結して動作するように設けることができる。例えば、
特定の環境を冷却するために協調動作する二つ以上のＣＥＳを設けることができる。
【００３３】
　凝縮器・蒸発器システム１０６は、冷却サイクル及び除霜サイクルの両方で機能するよ
うに設けることができる。凝縮器２００は、冷却サイクルにおける凝縮器２００、高温気
体除霜サイクルにおける蒸発器２００’として機能する熱交換器２０１とすることができ
る。同様に、蒸発器２０４は、冷却サイクルにおける蒸発器２０４、及び高温気体除霜サ
イクルにおける凝縮器２０４’として機能する熱交換器２０５とすることができる。従っ
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て、当業者は、熱交換器２０１が冷却サイクルで機能するときには凝縮器２００と呼び、
高温気体除霜サイクルで機能するときには蒸発器２００’と呼べることが理解できるであ
ろう。同様に、熱交換器２０５は、冷却サイクルで機能する場合蒸発器２０４と呼び、高
温気体除霜サイクルで機能する場合凝縮器２０４’と呼ぶことができる。高温気体除霜サ
イクルは、圧縮器からの気体を蒸発器内に注入し、蒸発器を加熱して堆積した霜や氷を溶
かすための方法を指す。その結果、高温気体は熱を失って凝縮される。ＣＥＳは、冷却及
び高温気体除霜の両方で機能可能なとき、二重機能システムと呼ぶことができる。二重機
能システムは、高温気体除霜サイクル中に凝縮用媒体を冷却することができ、全体効率を
向上し、エネルギーの節約になるので、凝縮システム全体にとって有益である。高温気体
除霜サイクルの頻度は、毎日１ユニット毎に１回の除霜から毎時間の除霜まで変わり得る
。また、この熱の再利用による節約は相当なものになり得る。この種の熱の再利用は、高
温気体除霜サイクルを備えていない従来システムでは提供できない。他の除霜方法として
は、空気、水、電熱の使用があるが、これらに限定されない。本願の凝縮器・蒸発器シス
テムは、様々な除霜方法に適用可能である。
【００３４】
　凝縮器・蒸発器システム１０６には、高温気体路２０６を介して気体状冷媒を供給する
ことができる。凝縮器・蒸発器システム１０６は、冷却システムの集中型圧縮器群から離
れた場所に設けることができる。凝縮器・蒸発器システム１０６に気体状冷媒を供給する
ことによって、凝縮器・蒸発器システム１０６に供給される冷媒は、液体ではなく気体の
形で供給されるので、冷却システムが必要とする冷媒の量を顕著に削減し得る。その結果
、本願の冷却システムは、従来の液体供給システムの容量より著しく少ない冷媒を用いて
基本的に同等の能力で機能することができる。
【００３５】
　凝縮器・蒸発器システム１０６の動作について、冷却サイクルで動作する場合と除霜サ
イクルで動作する場合について説明する。気体状冷媒は、高温気体路２０６を通って流れ
、気体状冷媒の流れは、高温気体冷却サイクル流量制御バルブ２０８及び高温気体除霜流
量制御バルブ２０９によって制御できる。冷却サイクルで動作する場合、バルブ２０８が
開き、バルブ２０９を閉じる。除霜サイクルで動作する場合、バルブ２０８を閉じ、バル
ブ２０９が開いている。バルブ２０８および２０９は、気体状冷媒の流量を制御する、Ｏ
Ｎ／ＯＦＦ式電磁バルブ又は調節バルブとして設けることができる。冷媒の流れは、圧力
制御受液器２０２内の液状冷媒の液位に基づいて制御又は調整することができる。
【００３６】
　凝縮器２００は、凝縮器・蒸発器システム１０６が冷却サイクルで働いているときには
凝縮器として機能する熱交換器２０１であり、凝縮器・蒸発器システム１０６が高温気体
除霜法のような除霜サイクルで機能しているときには蒸発器として機能することができる
。冷却サイクル中に凝縮器として機能する場合、該凝縮器は高圧の冷媒用気体から熱を除
去することにより、該冷媒用気体を凝縮する。該冷媒用気体は凝縮圧力で供給することが
できる。これは、いったん熱が気体から除去されると該気体は液体に凝縮することを意味
する。除霜サイクル中、前記熱交換器は、凝縮した冷媒を蒸発させることにより蒸発器と
して作用する。前記熱交換器は、図４では単一の装置として描かれているが、所望の熱交
換能力を提供するために並列または直列に配置可能な複数の装置を表わしていると解釈す
るべきである。たとえば、凝縮液の過多により除霜時に追加の熱交換能力が必要とされる
場合、追加の熱交換器を使用することができる。熱交換器２０１は、「板枠式（plate an
d frame）」熱交換器として備えることができる。しかしながら、管形熱交換器などの別
の熱交換器を使用することができる。熱交換器を駆動するための凝縮用媒体は、水又は水
とグリコール溶液のような水溶液、または二酸化炭素や他の冷媒のような任意の冷却媒体
でよい。凝縮用媒体は、例えば、冷却塔やグラウンド熱交換などの従来の技術を用いて冷
却することもできる。また、凝縮用媒体の熱は、工業設備や商業設備の他の部分で使用す
ることができる。
【００３７】
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　凝縮された冷媒は、熱交換器２０１から凝縮冷媒路２１０を通って圧力制御受液器２０
２に流れる。凝縮冷媒路２１０には、凝縮器排出フロー制御バルブ２１２を設けることが
できる。凝縮器排出フロー制御バルブ２１２は、冷却サイクル中に熱交換器２００から圧
力制御受液器２０２へ流れる凝縮冷媒の流量を制御することができる。除霜サイクル中、
凝縮器排出フロー制御バルブ２１２は、熱交換器２０１から圧力制御受液器２０２への冷
媒の流出を停止するように設けることができる。凝縮器排出フロー制御バルブ２１２の一
例としては、液体のみを通過させ気体が存在する場合に遮断する電磁バルブやフロート・
バルブがある。
【００３８】
　圧力制御受液器２０２は、冷却サイクル及び除霜サイクル両方の間に液状冷媒用の貯蔵
槽として働く。一般に、圧力制御受液器２０２内の液状冷媒の液位は、冷却サイクル中に
低くなり、除霜サイクル中に高くなる傾向がある。この理由は、蒸発器２０４内の液状冷
媒が除霜サイクル中に除去されて圧力制御受液器２０２内に置かれるためである。従って
、圧力制御受液器２０２の大きさは、冷却サイクル中に蒸発器２０４内に通常保持される
液体の全体積と冷却サイクル中に圧力制御受液器２０２に保持される液体の体積を足した
ものの保持に十分な大きさになるように決められる。当然のことながら、圧力制御受液器
２０２の大きさは、所望であればもっと大きくすることができる。圧力制御受液器２０２
内の冷媒の液位が除霜サイクル中に上昇するとき、溜まった液体は熱交換器２０１で蒸発
されることができる。さらに、圧力制御受液器は、所望であれば複数台備えることができ
る。
【００３９】
　冷却サイクルの間、液状冷媒は、圧力制御受液器２０２から蒸発器供給路２１４を介し
て蒸発器２０４に流れる。液状冷媒は、圧力制御受液器２０２から出て圧力制御液供給バ
ルブ２１６を通って流れる。圧力制御液供給バルブ２１６は、圧力制御受液器２０２から
蒸発器２０４への液状冷媒の流れを調節する。供給バルブ２１８は、より精密な流量制御
をするために蒸発器供給路２１４に設けることができる。しかしながら、このような電子
膨張バルブなどの精密なフロー制御バルブが圧力制御液供給バルブ２１６として使用され
る場合、供給バルブ２１８は不要であることが理解されよう。
【００４０】
　蒸発器２０４は、空気、水、または任意の数の他の媒体から熱を除去する蒸発器として
備えることができる。蒸発器２０４によって冷却することができるシステムの種類の好例
としては、蒸発器コイル、管形熱交換器、板枠式熱交換器、接触板冷凍器、螺旋型冷凍器
、冷凍トンネル等がある。熱交換器は、貯蔵用冷凍庫、加工用床、空気、飲料用及び非飲
料用液体、およびその他の化学物質を冷却または冷凍することができる。熱を除去するほ
ぼすべての応用において、実用的にはどのような種類の蒸発器でもＣＥＳシステムで使用
することができる。
【００４１】
　気体状冷媒は、ＬＳＳ路２２０を通って蒸発器２０４から回収することができる。ＬＳ
Ｓ路２２０には、吸入制御バルブ２２２を設けることができる。未使用のまま戻される液
体からの保護のために、通路２２０に蓄積器を任意で追加することができる。吸引制御バ
ルブ２２２は、蒸発した冷媒が蒸発器２０４から集中型圧縮器群へ向かう流れを制御する
。吸引制御バルブ２２２は、通常、除霜サイクルの間は閉じている。また、除霜サイクル
の間、蒸発器２０４は、気体状冷媒を液状冷媒に凝縮する凝縮器として機能し、凝縮した
液状冷媒は、蒸発器２０４から液状冷媒回収路２２４を通って圧力制御受液器２０２に流
れる。除霜サイクル中に、蒸発器を除霜するために潜熱と顕熱を供給することができる。
水や電熱など、他の種類の除霜手段を霜の除去に使用することができる。液状冷媒回収路
２２４内に除霜凝縮液バルブ２２６を設けてもよい。除霜凝縮液バルブ２２６は、除霜サ
イクル中に、蒸発器２０４から圧力制御受液器２０２へ向かう凝縮冷媒の流れを制御する
。除霜凝縮液バルブ２２６は、通常、冷却サイクルの間は閉じられる。
【００４２】
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　高温気体除霜サイクル中、圧力制御受液器２０２からの液状冷媒は、液状冷媒除霜路２
２８を通って蒸発器２００’に流れる。液状冷媒除霜路２２８内には、除霜凝縮液蒸発供
給バルブ２３０を設けることができる。除霜凝縮液蒸発供給バルブ２３０は、液状冷媒を
蒸発して気体状態にする除霜サイクルの間、圧力制御受液器２０２から蒸発器２００’へ
向かう液状冷媒の流れを制御する。除霜サイクルの間、蒸発器２００’は、蒸発器２００
’を流れる熱交換媒体を冷却するように動作する。これは、該冷却システムが作動してい
るプラント内の他の場所にある他の凝縮器用の熱交換媒体の温度の低下を可能にすること
により、電力の節約に資するような熱交換媒体の冷却に役立てることができる。さらに、
高温気体除霜サイクルの間、気体状冷媒は、ＨＳＳ路２３２を通って蒸発器２００’から
流れて行く。ＨＳＳ路内には除霜凝縮液蒸発圧力制御バルブ２３４がある。除霜凝縮液蒸
発圧力制御バルブ２３４は、除霜サイクル中の蒸発器２００’内の圧力を調節する。除霜
凝縮液蒸発圧力制御バルブ２３４は、通常、冷却サイクルの間は閉じている。除霜凝縮液
蒸発圧力制御バルブ２３４は、ＬＳＳ路２２０にも配管することができる。一般に、この
配置は効率的ではない。また、未使用のまま戻される液体からの保護機能追加のために通
路２３２に小規模蓄積器を設けることも、任意に可能である。
【００４３】
　圧力制御受液器２０２とＨＳＳ路２３２との間に延びているのは、圧力制御受液器吸引
路２３６である。圧力制御受液器吸引路２３６の途中には圧力制御受液器の圧力制御バル
ブ２３８がある。圧力制御受液器の圧力制御バルブ２３８は、圧力制御受液器２０２内の
圧力を制御する。従って、圧力制御受液器２０２内の圧力は、圧力制御受液器の圧力制御
バルブ２３８を介して制御することができる。圧力制御受液器吸引路２３６は、ＨＨＳ通
路２３２ではなく、または、ＨＨＳ通路２３２に加えて、圧力制御受液器２０２からＬＳ
Ｓ路２２０に延びるように配置可能であることも理解すべきである。一般的には、圧力制
御受液器通路がＨＳＳ路２３２に延びるか、または、高段圧縮器として用いた場合には、
スクリュー圧縮器上のエコノマイザ・ポートに延びる方がより効率的な場合がある。
【００４４】
　圧力制御受液器液位制御アセンブリ２４０が圧力制御受液器２０２内の液状冷媒の液位
監視のために設けられている。圧力制御受液器液位制御アセンブリ２４０からの情報はコ
ンピュータ処理することができ、所望の液位を維持するために様々なバルブを調整するこ
とができる。圧力制御受液器液位制御アセンブリ２４０内の液状冷媒の液位は観測するこ
とができ、前記液位は、液体路２４２および気体路２４４を介して連絡する結果として変
更することができる。液体路２４２および気体路２４４の両方に、フロー制御用のバルブ
２４６を具備することができる。
【００４５】
　圧力制御受液器２０２の底部にオイル排出バルブ２４８を任意で設けることができる。
オイル排出バルブ２４８は、堆積した油を圧力制御受液器２０２から除去するために設け
られ得る。油は、冷媒に乗って運ばれることが多く、重いので、液状冷媒から分離して底
に沈殿しやすい。
【００４６】
　圧縮器は、個々のＣＥＳ専用の圧縮器として設けることができる。しかしながら、複数
のＣＥＳに対して一台の圧縮器または集中型圧縮器群に冷媒供給することが、より好まし
い。工業システムでは、一般に、集中型圧縮器群がより望ましい。
【００４７】
　本願の凝縮器・蒸発器システムは、工業用冷却システムにおいて、冷媒（例えば、アン
モニアなど）の量の低減に資することができる。工業用冷却システムには、一つ以上の圧
縮器が、複数の蒸発器および集中型凝縮器システムに対して圧縮を行う集中型のエンジン
・ルームに依拠するようなシステムがある。このようなシステムでは、液状冷媒は、通常
、一つの貯蔵容器から複数の蒸発器に搬送される。その結果、大量の液体を保存し、種々
の蒸発器に搬送することがよくある。複数の蒸発器・凝縮器システムを利用することによ
り、少なくとも約８５％の冷媒量の低減が達成可能である。特定の工業用冷却システムに
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よっては、より大きな削減を実現することが期待できる。どのようにして工業用冷却シス
テムのアンモニア量の低減を図ることができるかを理解するために、冷却サイクル中に媒
体（例えば空気、水、食品など）から熱を吸収することにより、冷媒が液体から気体へ変
化することを検討する。液状冷媒（例えば、アンモニアなど）が蒸発のために蒸発器に配
送される。多くの工業用冷却システムでは、液状冷媒が、システム内での機能に応じて受
液器、蓄積器、または、インタークーラと呼ばれる集中型タンク内に保持される。この液
体アンモニアは、次に、冷却設備内の各蒸発器へ様々な方法で圧送される。つまり、これ
らの工業用システム内にあるパイプの多くに液体アンモニアが入っていることになる。グ
ラス一杯の水だけでも、水蒸気の入ったグラスよりも多くの水分子を含むように、パイプ
内の液体アンモニアは、一般的に、所定の長さのパイプで、気体アンモニアの入ったパイ
プに対して９５％も多くのアンモニアを含んでいる。本願の凝縮器・蒸発器システムは、
一つ以上の凝縮器・蒸発器システムを用いて凝縮用のシステムを分散化することによって
、システム内全体に大量の液状冷媒を搬送する必要性を低減している。各凝縮器・蒸発器
システムは、対応する蒸発器の負荷に対応して概略寸法が決まる凝縮器を設けることがで
きる。例えば、１０トン（１２０，０００ＢＴＵ（１２６，５２２Ｊ））の蒸発器に対し
て、凝縮器は、少なくとも１０トン相当の大きさになりうる。従来の工業用冷却システム
においては、蒸発した気体を液体に戻して再び蒸発させ得るようにするために、気体は圧
縮器で圧縮され、一つ以上の集中型凝縮器または凝縮器ファームに送られて、そこで熱が
アンモニアから除去され、これによって冷媒アンモニアを液体に凝縮させる。この液体は
、次に、冷却システム内全体のさまざまな蒸発器に圧送される。
【００４８】
　本願のＣＥＳを使用するシステムでは、蒸発器からの気体は、圧縮器で圧縮され、高圧
気体として前記ＣＥＳに返送される。この気体は次に凝縮器２００に供給される。冷却サ
イクルの間、凝縮器２００（板枠式熱交換器等）には、凝縮器２００を通過する冷却用媒
体がある。冷却媒体としては、水、グリコール、二酸化炭素等、許容可能な任意の冷却媒
体がある。高圧気体アンモニアは、圧縮中に冷却媒体に吸収される熱を運ぶ。冷却媒体が
熱を吸収することによってアンモニアが液体へ凝縮する。この液体は、次に、圧力制御受
液器２０２に供給され、容易に排出され得るように、凝縮器２００よりも低い圧力で保持
されている。圧力制御受液器の圧力は圧力制御受液器通路２３６のバルブ２３８によって
調節される。圧力制御受液器２０２内の液位は、液位制御アセンブリ２４０によって監視
される。液位が、冷却中に高すぎたり低すぎたりしてしまった場合、バルブ２０８は、開
閉したり変動して、適切な液位を維持する。
【００４９】
　圧力制御受液器２０２は、蒸発器２０４に供給される液体を保持する貯蔵槽として働く
。凝縮器２００および圧力制御受液器２０２は、各蒸発器２０４に対して大きさが決めら
れるので、冷媒は必要に応じて凝縮される。冷媒は蒸発器２０４の近くで必要に応じて凝
縮されるので、長距離にわたって液状冷媒を輸送する必要性が少なく、これによりアンモ
ニアの全体的な供給量を劇的に削減することができるようになる（例えば、ほぼ同じ冷却
能力を有する従来の冷却システムに比べて少なくとも約８５％）。蒸発器２０４は、より
多くのアンモニアを必要とするので、バルブ２１６とバルブ２１８が開いて、蒸発器２０
４へ適切な量のアンモニアを供給し、圧縮器群に戻る液体アンモニアがなくならないよう
に、アンモニアが蒸発器２０４を出る前にアンモニアを蒸発させるようにする。バルブ２
２２は、前記装置がオフのときおよび／または除霜に入っているときはアンモニアの流れ
を遮断する。
【００５０】
　本願の凝縮器・蒸発器システム１０６の動作は、冷却サイクルと除霜サイクルの両方の
観点で説明することができる。凝縮器・蒸発器システム１０６が冷却サイクルで動作する
場合には、凝縮圧力の気体状冷媒を圧縮器システムから凝縮器２００に高温気体路２０６
を介して供給することができる。この場合、冷却サイクル・フロー制御バルブ２０８が開
いており、高温気体除霜フロー制御バルブ２０９が閉じている。気体状冷媒は凝縮器２０
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０に入り、凝縮されて液状冷媒になる。凝縮器２００は、凝縮器２００を通って圧送され
る水やグリコール溶液などの任意の適切な冷却用媒体を用いることができる。冷却用媒体
によって回収された熱は、別の場所で回収して利用することができる。
【００５１】
　凝縮した冷媒は、凝縮器２００から圧力制御受液器２０２へ、凝縮冷媒路２１０と凝縮
器排出フロー制御バルブ２１２を通って流れる。凝縮した冷媒は、圧力制御受液器２０２
内に蓄積され、液状冷媒の液位は、圧力制御受液器液位制御アセンブリ２４０によって測
定することができる。液状冷媒は、圧力制御受液器２０２から出て、蒸発器供給路２１４
と圧力制御液供給バルブ２１６及び２１８を通って蒸発器２０４に入る。蒸発器２０４内
の液状冷媒は蒸発して、気体状冷媒がＬＳＳ路２２０および吸引制御バルブ２２２を介し
て蒸発器２０４から回収される。
【００５２】
　なお、冷却サイクル中に、液体過給に基づいて蒸発器を動作させる必要はない。すなわ
ち、蒸発器２０４に入る液体の全てが、気体状冷媒に蒸発する結果として冷却のために使
用され得る。その結果、熱は、蒸発器を介して媒体から液状冷媒へ移動し、液状冷媒の気
体状冷媒への変化を引き起こす。前記媒体は、本質的に、通常冷却可能な任意の種類の媒
体でよい。代表的な媒体には、空気、水、食品、二酸化炭素、および／または他の冷媒が
ある。
【００５３】
　冷却の結果の一つは、蒸発器に霜や氷が堆積することである。そのため、霜や氷ができ
るのに十分低い温度で冷媒を受け取るコイルはすべて、不純物のない効率的なコイルであ
り続けるために、除霜サイクルを通る必要がある。一般的には、コイルの霜や氷を除去す
るには四つの方法がある。これらの方法には、水、電気、空気、高温気体（高圧アンモニ
アなど）がある。本発明のＣＥＳはすべての除霜方法で動作する。本発明のＣＥＳは、特
に高温気体除霜技術を用いる除霜に適している。
【００５４】
　高温気体除霜時には、蒸発器が除霜されるように、ＣＥＳを通る高温気体状冷媒の流れ
を逆転することができる。高温気体は、蒸発器に供給され、凝縮されて液状冷媒になるこ
とができる。得られた液状冷媒は、凝縮器内で蒸発され得る。この段階の蒸発は、ＣＥＳ
内で起こるため、「局所蒸発」と呼ぶことができる。このため、貯蔵用の蓄積器のような
中央集中型容器に液状冷媒を搬送しなくてすむ。本発明のＣＥＳは、このようにして、大
量の液状冷媒を貯蔵する必要なしに蒸発器の高温気体除霜を提供することができる。
【００５５】
　高温気体除霜時には、通常は凝縮器に移動する高圧気体アンモニアが、代わりに蒸発器
に向かう。この暖かい気体が液体に凝縮し、これにより蒸発器が温められ、コイルの外側
の氷が溶け出すのに十分なほど、蒸発器の内部温度が高くなる。従来の冷却システムは、
多くの場合、この凝縮液を採取して、パイプを介して大型タンクに戻し冷却に再利用する
。本発明のＣＥＳを用いる冷却システムでは、逆に、システム内の過剰な液体アンモニア
をなくすために、高温気体除霜中に生成され、蒸発して再び気体に戻る凝縮された冷媒を
用いることができる。
【００５６】
　除霜サイクル中、凝縮圧力にある気体状冷媒は、高温気体路２０６を経由して凝縮器２
０４’に供給される。この気体状冷媒が高温気体除霜フロー制御バルブ２０９を通って（
冷却サイクル制御バルブ２０８は閉じている）蒸発器供給路２１４内に入り、供給バルブ
２１８を通って流れる。凝縮器２０４’内の気体状冷媒は液状冷媒に凝縮され（結果的に
氷や霜を溶かす）、液状冷媒回収路２２４と除霜凝縮液バルブ２２６を通って回収される
。除霜の際には、吸引制御バルブ２２２は閉じることができる。液状冷媒は、液状冷媒回
収路２２４を通って圧力制御受液器２０２に流入する。液状冷媒は、圧力制御受液器２０
２から液状冷媒除霜路２２８を通り除霜凝縮液蒸発供給バルブ２３０を通って蒸発器２０
０’に流れる。このとき、圧力制御液供給バルブ２１６及び凝縮器排出フロー制御バルブ
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２１２は閉じられ、除霜凝縮液蒸発供給バルブ２３０が開いており調整可能になっている
。除霜サイクルの間、蒸発器２００’内の液状冷媒は蒸発して気体状冷媒になり、前記気
体状冷媒は、ＨＳＳ路２３２を通って回収される。また、除霜凝縮液蒸発圧力制御バルブ
２３４が開いて調整され、冷却サイクル用フロー制御バルブ２０８が閉じられている。
【００５７】
　高温気体除霜サイクル中に、凝縮器２０４’の他方の側にある媒体は加熱され、蒸発器
２００’の他方の側にある媒体が冷却されていることが理解されるであろう。除霜サイク
ル中に起こる蒸発は、凝縮システム内の媒体（例えば、水または水とグリコールなど）の
冷却を助け、これによって圧縮器の吐出圧力を低下させ、熱交換器の冷却媒体流量を低減
するので、電力の節約になるという点で、副次的な効果を有する。
【００５８】
　なお、本発明のＣＥＳは、高温気体除霜サイクルなしで利用することができる。空気除
霜、水除霜、又は電気除霜等の、他の種類の除霜を本願のＣＥＳと共用することができる
。図２－４に示す概略図をみれば、当業者には、どのようにシステムを変更すれば、高温
気体除霜をやめ、代わりに、空気除霜、水除霜、または電気除霜を利用できるかがわかる
であろう。
【００５９】
　分散型凝縮器冷却システム（ＤＣＲＳ）は、大型の集中型凝縮器や凝縮器ファームの使
用を避けられる点で有利である。さらに、ＤＣＲＳは、集中型圧縮器と分散型凝縮器を有
するものとして特徴付けることができる。戻りの気体状冷媒は、圧縮器で圧縮してから凝
縮器・蒸発器システムに送ることができる。一般的な圧縮器には、一段および多段圧縮器
がある。使用可能な一般的なタイプの圧縮器には、往復式圧縮器、スクリュー式圧縮器、
回転羽式圧縮器、スクロール式圧縮器などがある。通常、気体状冷媒は、蓄積器１２２ま
たは１２６を介して圧縮器に戻る。蓄積器の大きさは、一般に、気体状冷媒の流れに乗っ
て運ばれる液状冷媒が圧縮器群１０２に引き込まれないようにすべての液状冷媒を落下さ
せるために、気体の流入速度を十分減速することができるような大きさに決められる。一
つ以上の蓄積器やインタークーラを備えることができる。蓄積器内の液状冷媒の量を監視
するために、液位監視システム９２を設けることができる。蓄積器内の余分な液状冷媒は
除去または蒸発させることができる。液位監視システム９２としては、蓄積器内の冷媒量
を監視するフロート・スイッチやインピーダンス・レベル・ロッドが知られておりそのま
まの形で具備可能である。蓄積器内の余分な液状冷媒は、例えば、電熱や、高温気体また
は熱交換器を介した蒸発を用いて沸騰させ排出することができる。
【００６０】
　上述した集中型凝縮器から液体を蒸発器まで搬送するための三つの従来技術システム（
液体ポンプまたは液体過給システム、直接膨張システム、およびポンプ・ドラム・システ
ム）では、一般的に、これらの集中型容器から各蒸発器に圧送される液状冷媒（すなわち
、アンモニア）が満ちたパイプの長い通路が必要である。液体アンモニアのこのような長
い通路は、凝縮器を分散することによってなくすことができる。代わりに、凝縮器は、対
応する蒸発器に合わせて大きさを決め構成することができる。小さな凝縮器と圧力制御受
液器を蒸発器毎に設けることができる。蒸発器にアンモニアを供給するために、圧縮器の
排出口は、各凝縮器への供給用ヘッダまで配管されている。例えば、通常は中央タンクか
ら出て来て工業用アンモニア冷却設備内の種々の蒸発器に圧送される－２０゜Ｆ（－２８
．９℃）の液体アンモニアを、長さ１００フィート（３０．４８ｍ）、３インチ（７．６
ｃｍ）径のパイプに充填する場合、約２０８ポンド（９３．３４７ｋｇ）のアンモニアを
保持することになる。同様の能力を提供するためには、本発明によるシステムは、様々な
ＣＥＳにアンモニアを供給するために、５インチ（１２．７ｃｍ）径のパイプを必要とす
るが、このパイプは、液体ではなく高圧気体で満たされる。このため、８５゜Ｆ（２９．
４℃）の排出温度で５インチ（１２．７ｃｍ）径のパイプ１００フィート（３０．４８ｍ
）の区間には７．７ポンド（３．５ｋｇ）のアンモニアしか入っていない。これは、プラ
ントへアンモニアを供給する基幹パイプで、９６．３％のアンモニア削減になる。冷却に
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詳しくない人はこれではアンモニア不足になるだろうと考えるだろうが、排出気体は液体
よりはるかに速い速度で移動していることに留意する必要がある。また、標準的な冷却シ
ステムでは、一般に液体過給を採用していることも重要である。液体過給では、液体のわ
ずか２５％が実際に蒸発しており、大部分は蒸発しないままタンクに戻り、再び送り出さ
れる。
【００６１】
　蓄積器又はインタークーラの容器の直径は、上述の従来または先行するシステムと比較
して本発明のＤＣＲＳで縮小されることはない。その理由は、容器の直径は、蒸気の流れ
に乗って運ばれて来る液体を蒸気流から除去できるような気体速度に基づいて選択される
ことが多いからである。しかし、本発明のＤＣＲＳでは、設計者や運用者が余った冷媒用
の貯水槽としてこれらの蓄積器やインタークーラの貯蔵能力を利用しようとしなければ、
これらの容器はどの液状冷媒も完全に空またはほとんど空になる可能性がある。従来のシ
ステムでは、これらの容器には、従来のアンモニア用ポンプの正味吸い込みヘッドの要件
によって、通常時には液体アンモニアの全容量の５０％程度を貯蔵することができる。し
たがって、一般的な１，０００トンのシステムでは、アンモニアの液位が従来同様５０％
の液位に保持された場合、蓄積器やインタークーラには約２０，９２６ポンド（９４９１
．９ｋｇ）のアンモニアを貯蔵可能な計算になる。本発明のＤＣＲＳでは、上記のような
任意の貯蔵槽の分を除けば、容器に保持される液体は、各ＣＥＳの圧力制御受液器に保持
される液体がすべてである。１０００トンのシステムの正常動作中、これらの容器には、
合計で９５３ポンド（４３２．３ｋｇ）のアンモニアを貯蔵可能と計算できた。これは、
約９５％の削減になる。
【００６２】
　さらに、大規模な集中型蒸気凝縮器には、体積の２０％の液体アンモニアが貯蔵される
。例えば、著名な蒸気凝縮器メーカーから現在販売されている代表的な１，０００トンの
冷却用蒸気凝縮器は、前記メーカーによれば、約２、１２２ポンド（９６２．５ｋｇ）の
アンモニアを充填している。本発明のＣＥＳに板枠式熱交換器を用いることによって、１
，０００トンのＤＣＲＳシステムの様々な凝縮器中のアンモニアの総充填量は、１２４ポ
ンド（５６．２ｋｇ）と算出される。これは、凝縮システムにおいて約９４％の削減にな
る。
【００６３】
　前記ＣＥＳが直接膨張方式で動作している場合、それぞれのＣＥＳ内にある蒸発器には
、蒸発器の体積の約３０％の液体が貯蔵される。直接膨張方式は、ＤＣＲＳの冷媒総量を
削減する好的な方法である。しかし、前記ＣＥＳは、具備している蒸発器に満液再循環型
、またはポンプ・ドラム型で供給して蒸発器を動作させるように構成することもできる。
これらの代替方法では、使用する方法に合うようにＣＥＳの設計を変更するが、ＣＥＳで
高圧の排出気体を凝縮するという基本的な思想は変わらない。このため、ＤＣＲＳシステ
ムの基本設計も変わらない。しかし、ＣＥＳがこれらの他の方法に合わせて構成されると
、各ＣＥＳ中のアンモニア量は増加する可能性がある。但し、本願発明のＤＣＲＳシステ
ムの他の部分におけるアンモニアの量は変わらないであろう。
【００６４】
　各工業用冷却システムは、特定の冷却要件に固有のものなので、システムを比較するこ
とは困難である。しかしながら、上記の冷媒充填量の節約によると、ＤＣＲＳにおける冷
媒充填量の平均減少量は約９０％に達しうる。このことは、冷媒がアンモニアである場合
には特に重要である。米国安全衛生管理局（Ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎａｌ　Ｈｅａｌｔｈ　
ａｎｄ　Ｓａｆｅｔｙ　Ａｄｍｉｒａｔｉｏｎ、略称、ＯＳＨＡ）は、アンモニアを高度
有害化学物質（Ｈｉｇｈｌｙ　Ｈａｚａｒｄｏｕｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）に分類し、１万
ポンド（４５３５．９ｋｇ）のアンモニアを有する冷却システムはすべて、連邦規則２９
ＣＦＲ１９１０．１１９の作業安全管理規則（Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ｓａｆｅｔｙ　Ｍａｎａ
ｇｅｍｅｎｔ、略称、ＰＳＭ）に準拠するように規制した。ＰＳＭプログラムは費用がか
かり、複雑である。アンモニアは高価でないので、アンモニア冷却業界は、歴史的には、
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アンモニアの充填に関心を持っていなかった。しかし、これらの規制を考慮すると、また
、どの施設もアンモニアが少なければより安全であるため、ＤＣＲＳにおけるアンモニア
の削減は重要である。アンモニア冷却システムとして本発明のＤＣＲＳを使用する施設は
、より安全なプラントを持つことになり、さらに、アンモニア充填量をＯＳＨＡのＰＳＭ
制限値１万ポンド（４５３５．９ｋｇ）より十分少ない量に抑えることができるであろう
。
【００６５】
　さらに、様々なＣＥＳと一台以上の蓄積器やインタークーラの間を走る主要なパイプの
中にはアンモニアが非常に少ないので、通路の破断による爆発的な放出が起こった場合に
、放出されるアンモニアの量は大幅に削減されることは明らかである。この削減は、従業
員の安全面で重要であるだけでなく、周辺の地域社会や環境にとっても重要である。アン
モニアは、合成ＨＣＦＣ類や他の冷媒に比べて、温室効果ガスの排出がなく、高効率の自
然冷媒であるため、どのような安全性の向上も好都合である。
【００６６】
　建設材料は、一般に、ＡＳＭＥ（米国機械工学会）、ＡＳＨＲＡＥ（アメリカ暖房冷凍
空調学会）、ＡＮＳＩ（米国規格協会）、およびＩＩＡＲ（国際アンモニア冷凍協会）で
許可された材料である必要がある。バルブ、熱交換器、容器、制御機器、パイプ、継ぎ手
部品、溶接処理材料、およびその他の部品は、これらの一般的に認められた標準に準拠す
る必要がある。板枠式熱交換器は、一般に、他の種類の熱交換器と比べて冷媒の使用量が
最も少ないので、熱交換器として有利である。ただし、さまざまの熱交換器を使用でき、
その代表的なものとしては、管型熱交換器、シェル・プレート熱交換器、二重管及び多管
熱交換器、螺旋プレート熱交換器、ロウ付けプレート・フィン熱交換器、プレート・フィ
ン・チューブ面熱交換器、銃剣管型熱交換器、螺旋管型熱交換器として特徴付けられるも
のがある。凝縮用媒体は熱交換器の中で使用することができる。凝縮用媒体は、水、又は
水・グリコール溶液や食塩水等の水溶液、二酸化炭素、グリコール等の任意の冷却媒体、
または、他の冷媒等でよい。蒸発器は、任意の物質または空気を冷却／冷凍する任意の型
の蒸発器でよい。
【００６７】
　異なる工業用冷却システムが異なる動作をすることは明らかだが、図１のシステムに相
当する一般的な特徴を持つ理論上のシステムとして、液体再循環を用いる１，０００トン
のシステムについて計算した場合、約３１，５００ポンド（１４，２８８ｋｇ）のアンモ
ニアが必要になる。それに反して、本発明に基づく、同じ１０００トン容量の冷却システ
ムの見積もりでは、約４，０００ポンド（１，８１４ｋｇ）のアンモニアが必要になる。
これは約８７％の削減量に相当する。油の冷却などを含め多数の要因に影響されるが、こ
の数値は、アンモニア量の削減で９０％を容易に超えることになる。
【００６８】
　上記明細によって、本発明の製造及び使用の全体的な説明がされている。本発明の実施
形態は、本発明の思想および範囲から逸脱することなく、多数構成することができるので
、本発明は、以降に付されている特許請求の範囲に開示されている。
【符号の説明】
【００６９】
　　　１０　二段冷却システム
　　　１２　低段システム
　　　１４　高段システム
　　　１６　圧縮器システム
　　　１８　凝縮器
　　　２０　第一段圧縮器
　　　２２　第二段圧縮器
　　　２４　インタークーラ
　　　２６　高圧受液器
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　　　２８　低段蓄積器
　　　３０　液体通路
　　　３２　液体通路
　　　３４　低段ポンプ
　　　３６　低段液体路
　　　３８　低段蒸発器
　　　４０　低段吸入路
　　　４２　低段圧縮器吸入路
　　　４４　通路
　　　５０　高段ポンプ
　　　５２　高段液体路
　　　５４　高段蒸発器
　　　５６　高段吸入路
　　　５８　高段圧縮器吸入路
　　　６０　高段排出路
　　　７０　冷却システム
　　　７２　圧縮器群
　　　７４　凝縮器・蒸発器システム
　　　７６　高温気体路
　　　７８　スケルチ機構
　　　８０　凝縮器
　　　８２　圧力制御受液器
　　　８４　蒸発器
　　　８６　気体状冷媒回帰路
　　　９０　蓄積器
　　　９２　監視センサ
　　１００　冷却システム
　　１０２　集中型圧縮器群
　　１０４　凝縮器・蒸発器システム
　　１０６　（低段）凝縮器・蒸発器システム、（低段）ＣＥＳ
　　１０８　（高段）凝縮器・蒸発器システム、（高段）ＣＥＳ
　　１０９　第一段圧縮器注入路
　　１１０　第一段圧縮器群
　　１１１　第二段圧縮器注入路
　　１１２　第二段圧縮器群
　　１１４　インタークーラ
　　１１６　中間圧力の冷媒用気体路
　　１１８　高温気体路
　　１２０　低段吸入路、ＬＳＳ路
　　１２２　蓄積器
　　１２４　高段吸入路、ＨＳＳ路
　　１２６　蓄積器
　　２００　凝縮器
　　２００’　蒸発器
　　２０１　熱交換器
　　２０２　圧力制御受液器
　　２０４　蒸発器
　　２０４’　蒸発器
　　２０５　熱交換器
　　２０６　高温気体路



(20) JP 6235468 B2 2017.11.22

10

20

　　２０８　バルブ
　　２０９　バルブ
　　２１０　凝縮冷媒路
　　２１２　凝縮器排出フロー制御バルブ
　　２１４　蒸発器供給路
　　２１６　圧力制御液供給バルブ
　　２１８　供給バルブ
　　２２０　ＬＳＳ路
　　２２２　吸入制御バルブ
　　２２４　液状冷媒回収路
　　２２６　除霜凝縮液バルブ
　　２２８　液状冷媒除霜路
　　２３０　除霜凝縮液蒸発供給バルブ
　　２３２　ＨＳＳ路
　　２３４　除霜凝縮液蒸発圧力制御バルブ
　　２３６　圧力制御受液器吸引路
　　２３８　圧力制御バルブ
　　２４０　圧力制御受液器液位制御アセンブリ
　　２４２　液体通路
　　２４４　気体路
　　２４６　バルブ
　　２４８　オイル排出バルブ

【図１】 【図２】
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